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資料３ 策定市民委員会で重点的に議論された事項と各論点に対する施策の方向性（案）について 
 

各施策テーマに関する意見のうち、市民委員会において、多くの意見が出され議論がされた事項について、下表のとおり整理しました。 
また、それぞれの論点について、施策展開の方向性を検討するために、各施策の推進主体（例）と取り組み（例）、参考事例を整理しました。 

 
 重点的に議論された内容 取り組み（例）と参考事例 

論点① 

■耐震改修の促進について 

 ～現行制度の利用促進や支援策の見直しにどのよ

うに取り組むか～ 
・現行の耐震診断、耐震改修の支援策の効果を検証し、

より改修につながる支援策へと制度の見直しの検討 

・特に、自己責任の範囲と社会的な必要性のバランス

を考慮する必要性 

【推進主体（例）】 

 

○推進主体 

「市民（建物所有者）」 「行政（市）」 

 

○役割分担の考え方 

・木造住宅の耐震性の向上については、市民自身が

所有する住宅の改善であり市民自らが取り組む

ことが基本であるが、減災の観点から木造住宅の

耐震化の社会的な必要性を重視し、より耐震改修

が進むように、現行の支援策の見直しを進めるこ

ととする。 

 

【推進主体別の取り組み（例）】 

 

○市民（建物所有者）の取り組み 

・市民自らが所有する住宅の耐震化を実施する。 

 

○行政（市）の取り組み 

・効果的な支援策の内容（例えば、重点地区の設定など）を検討するために、

市民の耐震改修に対する意向調査を行う。 

 

 

 重点的に議論された内容 取り組み（例）と参考事例 

論点② 

■高齢者・障害者が安心して暮らせる住宅の整備促進

について 

 ～ケア付き住宅やグループホームの整備のほか、生

活支援を含めた居住環境の整備をどのように進め

るか～ 
・高齢者向け住宅として、シルバーハウジングや高優

賃、高専賃などの既存制度を活用した供給促進につ

いての検討 
・既存の民間賃貸住宅や公的賃貸住宅の空き家等を活

用して、NPO などの運営による、ケア付きのグループ

ホームなどの設置促進についての検討 

・地域や行政の取組みによる障害者等の生活支援も含

めた居住環境の整備促進についての検討 

【推進主体（例）】 

 

○推進主体 

「事業者」 「NPO など」 「行政（市）」 

 

○役割分担の考え方 

・高齢者・障害者向けの住宅について、行政が直接

建設し供給する事業ではなく、民間事業者や NPO

などが実施する事業を行政が支援する形で、供給

を進めることとする。 

 

 

【推進主体別の取り組み（例）】 

 

○事業者・NPO の取り組み 

・事業者や NPO などにより、グループホーム、グループリビングを設置し、運

営する。 

・NPO が障害者等が安心して地域で居住できるような、生活支援活動を行う。

 

○行政（市）の取り組み 

・NPO などの運営によるグループホーム、グループリビングの設置が促進され

るよう、施設整備や運営に対する支援策を創設する。 

・公的住宅の空き家や集会所等を活用し、高齢者や障害者の生活支援を行う

NPO などの活動拠点を提供する仕組みを構築し、公的住宅及びその周辺地域

における高齢者・障害者の生活支援のネットワークを構築する。 

 

NPO が設立運営している

グループリビング。（神奈

川県藤沢市 CoCo 湘南台）
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 重点的に議論された内容 取り組み（例）と参考事例 

論点③ 

■住宅のバリアフリー化の促進を図る施策について 

 ～介護予防的な施策や借家に対する対策にどのよ

うに取り組むか～ 
・介護予防のために、身体状況等にかかわらず、バリ

アフリー化を促進する支援策についての検討 

・バリアフリー化が進みにくい借家に対するバリアフ

リー化促進策についての検討 

【推進主体（例）】 

 

○推進主体 

「市民（建物所有者）」 「事業者（賃貸住宅所

有者等）」 「事業者（施工業者）」 「行政（市）」

 

○役割分担の考え方 

・介護保険等の制度により、要介護認定者、虚弱高

齢者などに対しては、住宅のバリアフリー化に向

けた支援策を実施しているが、介護予防的な観点

からの支援施策は行っていない。 

・今後も、介護予防の視点から行うバリアフリー化

工事については、市民の自己責任に基づき推進さ

れるものとする。また、実施にあたっては、より

適切な工事とするために必要な情報提供など、市

民が安心してバリアフリー化工事に取り組むこ

とのできる市場環境の誘導は行政の役割として

推進する。 

・そのため、事業者は、適切なバリアフリー化工事

を市民に提供するために技術の向上に努め、行政

はそれを支援し推進する。 

・また、バリアフリー化工事が進みにくい借家につ

いては、今後さらに高齢化が進む社会において、

社会資産としての借家ストックのバリアフリー

化を進めることは社会的必要性が高いため、行政

による支援により、借家のバリアフリー化を推進

する。 

 

 

【推進主体別の取り組み（例）】 

 

○市民（建物所有者）の取り組み 

・市民が所有する住宅のバリアフリー化を実施する。 

 

○事業者（賃貸住宅所有者）の取り組み 

・事業者が所有する賃貸住宅のバリアフリー化を実施する。 

 

○事業者（施工業者）の取り組み 

・事業者が適切なバリアフリー化工事を市民に提供するために、技術向上に努

める。 

 

○行政（市）の取り組み 

・適切なバリアフリー化工事に取り組むことができるための情報として、バ

リアフリー化工事に関する知識や、信頼できる事業者情報の提供等を推進

する。 

・借家のバリアフリー化工事を推進するための支援策を創設する。 

大阪府バリアフリーリフォーム支援システム（大阪府及び住宅改造建築技術

者研修運営会議） 
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 重点的に議論された内容 取り組み（例）と参考事例 

論点④ 

■市民が安心して住宅の建築・改修や選択・購入等が

できる社会環境について 

 ～市民が安心して住宅に関する取引等ができるよ

うにするためにできる取組みとは～ 
・住宅に関する総合的な情報提供・相談窓口の設置（高

齢者向け住宅・施設・生活支援サービス等の情報提

供の一元化、公的賃貸住宅の入居に関する情報の一

元化、バリアフリー・リフォーム・住宅の維持管理

等の促進に関する情報提供など） 

・各種専門家等との連携が必要な住宅の売買や住み替

えなどに関する相談対応体制の構築 

【推進主体（例）】 

 

○推進主体 

「行政（市）」 「事業者」  

 

○役割分担の考え方 

・市民が信頼できる情報に基づき、住宅づくりや

選択、維持管理などに取り組むことができる市

場の環境整備や適切な情報提供は、消費者保護

の観点などから行政の役割として重要であり、

その推進を図る。 

・また、事業者は、提供する工事内容や情報サー

ビスの透明性を高め、市民に適切な情報を提供

することに努める。 

【推進主体別の取り組み（例）】 

 

○行政（市）の取り組み 

・まずは、八王子市の住宅部局と福祉部局でそれぞれが把握し提供している

住宅や居住系施設に関する情報の共有化・一元化を図る。 

・その上で、都営住宅や UR などの公的住宅に関する情報が得られるような情

報の一元化を図る。 

・将来的には、各種専門家等との連携体制を構築するとともに、「住まい」に

関する様々な情報・相談に対応できる総合的な窓口の設置を推進する。（設

置にあたっては、中立的な立場をとることのできる公社や NPO 等が主体と

なる可能性も考えられる） 

 

○事業者の取り組み 

・行政（市）が設置する相談窓口などと連携し、事業者が市民に適切な情報

を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅に関する総合的な相談・情報の提供窓口（神戸市：すまいるネット）
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 重点的に議論された内容 取り組み（例）と参考事例 

論点⑤ 

■空き家等の住宅ストックの活用促進について 【そ

の 1】 

 ～市内における空き家率の上昇に対して、どのよう

に取り組むか～ 
・中古住宅の流通促進、リバースモゲージなどの活用

など、住宅ストックを有効活用する仕組みづくりに

ついての検討と、そのための大学等との連携による

調査研究の必要性 

・空き家を地域福祉やまちづくり等の拠点施設として

活用する仕組みづくりについての検討 

【推進主体（例）】 

 

○推進主体 

「市民」 「事業者」 「行政（市）」 「大学」

 

○役割分担の考え方 

・空家等の住宅ストックの活用については、基本

的に民間住宅市場の中で進められるものであ

るが、これまで以上に中古住宅の流通を促進す

るためには、ストック活用を重視する市場の形

成に向けた誘導や市民意識の啓発が必要であ

り、行政が関与することでその推進を図る。 

・また、空き家等の街づくり拠点への活用につい

ては、民間住宅市場では成立しにくいため、行

政が関与することにより推進することとする。

【推進主体別の取り組み（例）】 

 

○市民の取り組み 

・中古住宅等の活用など、ストック活用による住宅の取得・選択をする。 

・使われていない空き家の活用をその所有者などが推進する。 

   

○行政（市）・事業者・大学が連携したの取り組み 

・ストック活用を重視する民間住宅市場の形成のためには、事業者の協力は

不可欠であるとともに、多面的な分析が必要であるため、事業者や大学と

連携した調査研究を実施する。 

○行政（市）の取り組み 

・市民からの空家ストックの寄付や賃貸などによるまちづくり拠点の確保が

スムーズにできるような制度や支援策を創設する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

京町家再生ファンド 

減少が進む京町家の再生と改修を進めるために、改修費用を助成するために、基金（ファンド）を立ち上げ、その運用益など

で町家の改修を進める仕組み。 
基金は、市民・企業からの寄付金のほか、京都市からの資金拠出、国からの資金助成によって構成されている。基金の運用は、

（財）京都市景観・まちづくりセンターが行っている。 
 

≪町家を改修して地域の交流拠点として再生した事例≫ 



平成 22 年８月２日 第６回八王子市住宅マスタープラン策定市民委員会 資料３ 

 

 
 

5

 重点的に議論された内容 取り組み（例）と参考事例 

論点⑥ 

■空き家等の住宅ストックの活用促進について 【そ

の 2】 

 ～民間賃貸住宅の空き家の活用を促進するため、貸

主と借主との意向を調整する仕組みづくりとは～ 
・民間賃貸住宅の空き家が円滑に供給されるように、

民間賃貸住宅所有者が賃貸住宅を必要とする者の居

住ニーズを十分把握できるように意見交換の場の設

置等を促す仕組みの構築 

【推進主体（例）】 

 

○推進主体 

「NPO 等」 「事業者（賃貸住宅所有者・不動産

事業者等）」 「行政（市）」 

 

○役割分担の考え方 

・民間賃貸住宅の空家等の住宅ストックの活用に

ついては、基本的に民間住宅市場の中で進めら

れるものであるが、特に、住宅の確保に配慮が

必要な市民が、スムーズに賃貸住宅への入居が

できるために空き家を活用する仕組みは、居住

の安定を確保するための行政の役割として重

要であり、事業者や NPO 等による取り組みを支

援し、推進を図る。 

・ 

 

【推進主体別の取り組み（例）】 

 

○事業者・NPO の取り組み 

・民間賃貸住宅の空き家を活用して、障害者や高齢者、外国人など住宅の確保

に配慮が必要な市民に対して、安定した居住の場を提供する。 

 

○行政（市）の取り組み 

・民間賃貸住宅の空き家を活用して、障害者や高齢者、外国人など住宅の確

保に配慮が必要な市民の居住の安定を確保する仕組みとして、賃貸住宅所

有者、不動産事業者と障害者等を支援する NPO などによる意見交換・調整

の場を設定する。 

・また、個人経営の賃貸住宅所有者の参加も呼びかける必要があるため、大

家による主体的な組織（組合など）づくりをはたらきかける。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

病院が障害者の地域での居住をコーディネートしている事例（熊本市・明生病院） 

 
病院を退院する障碍者が、病院が運営するグループホームや共同住居だけでなく、一般のアパートにも多く居住でき

ている。病院スタッフが、地域の大家や不動産事業者と、常日頃から連絡を取り合っており、患者のことを理解しても

らった上で契約している。 
退院後は病院デイケアに通う患者が多いので、主にデイケアスタッフが患者の状態を把握しており、気になることが

あれば積極的にアウトリーチを行ったり、すぐに主治医に相談したりしている。 
大家や不動産事業者、地域の人々も、困ったことや心配なことがあればすぐに病院に連絡できるようになっている。 
また、退院後の食事やゴミ出しの仕方、金銭管理などについてもひとつひとつ丁寧にアドバイスし、日々の生活を支

えている。 
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 重点的に議論された内容 取り組み（例）と参考事例 

論点⑦ 

■学生・若者の新しい居住スタイルの推進について 

 ～将来の定住層になりうる学生や若者層の居住ニ

ーズに対応する個性的な新しいタイプの住宅供給

にどのように取り組むか～ 
・学生・若者向け賃貸住宅の空き家を活用した、新し

い居住スタイル（ルームシェア、アトリエ等の活動・

交流スペース付住宅など）の推進 

【推進主体（例）】 

 

○推進主体 

「事業者（賃貸住宅所有者）」 「行政（市）」 

 

○役割分担の考え方 

・民間賃貸住宅の空家等の住宅ストックの活用に

ついては、基本的に民間住宅市場の中で進めら

れるものであるが、学園都市としての特性を伸

ばすとともに、将来の定住層に対して八王子市

での暮らしの魅力を感じてもらうことは重要な

取組みであるため、民間事業者等による取組み

を行政が支援する。 

【推進主体別の取り組み（例）】 

 

○事業者（賃貸住宅所有者）の取り組み 

・賃貸住宅所有者が、その空き家活用やリノベーションに取り組む。 

 

○行政（市）の取り組み 

・民間賃貸住宅の空き家活用やリノベーション（※）などの取り組むを促進

するため、民間事業者や大学等と連携して、民間賃貸住宅の活用アイデア

募集などを実施し、賃貸住宅所有者の空き家・ストック活用の動機付けを

図る。 

・また、このアイデア募集などの取組みを通じて、賃貸住宅ストックの活用

における課題等を把握し、支援策の必要性の検討を行う。 

 
※リノベーション：既存の建物に大規模な改修工事を行い、用途や機能を変

更して性能を向上させたり価値を高めたりすること。 

○学生のアイデアを活かしてアトリエ付のアパートへ改修された民間アパートの事例 
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 重点的に議論された内容 取り組み（例）と参考事例 

論点⑧ 

■公的住宅団地の再生と効果的なストック活用につ

いて 

 ～公的住宅団地の再生を図る中で、住宅ストックや

用地の活用をどのように図るか～ 

～公的賃貸住宅事業主体との連携をどのように進

めるか。 
・八王子市における公共賃貸住宅管理主体（東京都、

都公社、都市再生機構、八王子市）が、団地ごとの

課題や再生事業の予定などに関する情報交換及び事

業の調整を行い、まちづくりに寄与する事業の推進

を行うための「場」の設定 

【推進主体（例）】 

 

○推進主体 

「行政（市）」 「行政（都）」 「UR・公社」 

 

○役割分担の考え方 

・市営住宅については、八王子市が、市全体や各

団地の状況や課題を踏まえて、適切な再生事業

を進めることとする。その際に、生み出される

用地については、市全体及び団地周辺の地域課

題に応じて適切な活用を図るものとする。 

・都営住宅、UR 賃貸住宅などについても、市内に

おける貴重な住宅ストックまたは用地として、

その再生や用地活用においては、市全体及び団

地周辺の地域課題に応じて適切な活用を図る

ことが必要であり、各事業者にはたらきかけ、

適切に誘導することを八王子市の役割として

推進する。 

【推進主体別の取り組み（例）】 

 

○行政（市）の取り組み 

・八王子市が公共賃貸住宅管理主体（東京都、都公社、都市再生機構）に呼

びかけ、団地ごとの課題や再生事業の予定などに関する情報交換及び事業

の調整を行い、まちづくりに寄与する事業の推進を行うための「場」を設

定する。 

・各事業者へ八王子市としてのまちづくりの考え方を提案するために、建て

替え等の事業が想定されている団地周辺における状況と課題を整理し、八

王子市としてその団地の再生や用地活用の方向性を検討する。 

 
○行政（都）・UR・公社の取り組み 

・八王子市の状況や意向を踏まえ、各事業主体が八王子市のまちづくりに貢

献するような団地の再生に取り組む。 

 

 

○都営住宅用地を活用した郊外型居住モデルを提示する実証実験（東村山本町地区プロジェクト）  


